
 

連 結 貸 借 対 照 表 
（2021年３月31日現在） 

（単位：千円）  

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  
 
流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 ・ 完 成 工 事 未 収 入 金 等 

販 売 用 不 動 産 

未 成 工 事 支 出 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 ・ 構 築 物 

機 械 ・ 運 搬 具 ・ 工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

減 価 償 却 累 計 額 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

退 職 給 付 に 係 る 資 産 

リ ー ス 債 権 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

 
12,178,724 

5,932,039 

4,985,676 

329,300 

184,969 

755,297 

△8,558 

4,173,281 

2,200,447 

1,633,813 

857,316 

1,125,653 

126,068 

△1,569,857 

27,454 

61,042 

1,911,790 

1,245,931 

270,840 

91,262 

161,032 

168,118 

△25,393 
 

流 動 負 債 5,500,902 

支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 3,443,988 

未 払 法 人 税 等 413,337 

未 成 工 事 受 入 金 474,877 

賞 与 引 当 金 450,760 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 7,040 

そ の 他 710,898 

固 定 負 債 290,722 

長 期 未 払 金 22,435 

土 地 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 80,825 

退 職 給 付 に 係 る 負 債 61,287 

そ の 他 126,174 

負 債 合 計 5,791,624 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 10,194,101 

資 本 金 583,300 

資 本 剰 余 金 731,204 

利 益 剰 余 金 8,885,626 

自 己 株 式 △6,029 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 311,800 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 431,335 

土 地 再 評 価 差 額 金 △202,999 

退職給付に係る調整累計額  83,464 

非 支 配 株 主 持 分 54,479 

純 資 産 合 計 10,560,381 

資 産 合 計 16,352,005 負 債 及 び 純 資 産 合 計 16,352,005 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



連 結 損 益 計 算 書 

（2020年４月１日から 

2021年３月31日まで ） 
 

（単位：千円）  
科 目 金 額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 15,304,310  

環 境 事 業 売 上 高 1,401,307  

そ の 他 の 売 上 高 1,305,531 18,011,149 

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 12,759,332  

環 境 事 業 売 上 原 価 1,077,503  

そ の 他 の 売 上 原 価 1,162,390 14,999,227 

売 上 総 利 益   

完 成 工 事 総 利 益 2,544,977  

環 境 事 業 売 上 総 利 益 323,803  

そ の 他 の 売 上 総 利 益 143,141 3,011,922 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,497,041 

営 業 利 益  1,514,881 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 2,022  

受 取 配 当 金 29,917  

受 取 賃 貸 料 22,238  

複 合 金 融 商 品 評 価 益 14,080  

そ の 他 9,465 77,723 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 11,444  

支 払 保 証 料 3,797  

そ の 他 9,109 24,352 

経 常 利 益  1,568,252 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 45  

固 定 資 産 除 却 損 558  

減 損 損 失 4,558  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,719 12,881 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,555,370 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  525,525 

法 人 税 等 調 整 額  △13,830 

当 期 純 利 益  1,043,675 

非支配株主に帰属する当期純利益  6,590 

親会社株主に帰属する当期純利益  1,037,084 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



連結株主資本等変動計算書 

（ 2020年４月１日から 

2021年３月31日まで ） 
 

（単位：千円）  

 
株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 

当 期 首 残 高 583,300 731,204 8,065,107 △5,185 9,374,426 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △219,510  △219,510 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
  1,037,084  1,037,084 

自己株式の取得    △844 △844 

土 地 再 評 価 

差額金取崩額 
  2,945  2,945 

株主資本以外の項目

の当期中の変動額 

( 純   額 ) 

     

当期変動額合計 － － 820,519 △844 819,675 

当 期 末 残 高 583,300 731,204 8,885,626 △6,029 10,194,101 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

土 地 再 評 価 

差 額 金 

退職給付に係る 

調 整 累 計 額 

その他の包括利益 

累 計 額 合 計 

当 期 首 残 高 351,967 △191,099 △9,203 151,664 52,480 9,578,570 

当 期 変 動 額       

剰余金の配当      △219,510 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
     1,037,084 

自己株式の取得      △844 

土 地 再 評 価 

差額金取崩額 
 △2,945  △2,945  － 

株主資本以外の項目

の当期中の変動額 

( 純  額 ) 

79,368 △8,954 92,667 163,081 1,999 165,080 

当期変動額合計 79,368 △11,899 92,667 160,136 1,999 981,810 

当 期 末 残 高 431,335 △202,999 83,464 311,800 54,479 10,560,381 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数       ４社 

連結子会社の名称      株式会社ジェイ・ケイ・リアルタイム 

株式会社地質基礎 

株式会社茨城サービスエンジニアリング 

株式会社常磐エンジニアリング 

 

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

(3) 会計方針に関する事項 

① 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定しております。 

また、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品に 

ついては、全体を時価評価し、評価差額を営業外損益に計上しております。 

時価のないもの……………移動平均法による原価法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産………………個別法による原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法) 

未成工事支出金……………個別法による原価法 

 

② 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産……………… 

（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・構築物          2～50年 

機械・運搬具・工具器具・備品  2～17年 

無形固定資産……………… 定額法 

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。 

リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

③ 引当金の計上基準 

貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上 

しております。 

賞与引当金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上してお 

ります。 

完成工事補償引当金………完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補修実績に将来の補修見込 

を加味して計上しております。 

工事損失引当金……………期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損失が合理的に見積も 

ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。 

 

④ 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付見込額の期間帰属方法 

…………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期 

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 

数理計算上の差異の費用処理方法 

…………数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平 

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額を 

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 



小規模企業等における簡便法の採用 

…………連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に 

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用 

しております。 

 

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

収益及び費用の計上基準………(ⅰ)完成工事高の計上 

当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事 

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他 

の工事については工事完成基準を適用しています。 

(ⅱ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

消費税等の会計処理……………税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更 

(表示方法の変更に関する注記) 

会計上の見積りの開示に関する会計基準の適用に伴う変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連結会計年度から適 

用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

工事進行基準による完成工事高 

①  当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

当連結会計年度の連結計算書類に計上した工事進行基準による完成工事高は、「５．連結損益計算書に関する 

注記 工事進行基準による完成工事高」に記載のとおりです。 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

工事進行基準による完成工事高は、合理的に見積もられた工事収益総額、工事原価総額及び決算日における工 

事進捗度に基づいて計上しておりますが、見積りには一定の不確実性が伴うことから、見積りの見直しが必要 

となった場合には完成工事高が変動し、翌期以降の各期の業績に影響を与える可能性があります。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に係る債務 

当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資額（2,117,718千円）に、担保提供 

している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

投資有価証券 2,500千円 

 

(2) 偶発債務 

関係会社の借入金等に対する保証予約 

エタニティ株式会社 5,126,835千円 

 

(3）土地の再評価 

当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評 

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税 

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め 

て公表した方法により算定した価額」に合理的な調整を行って算定しております。 

再評価を行った年月日……………………………2002年３月31日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

……………………………75,768千円 

 

５．連結損益計算書に関する注記 

工事進行基準による完成工事高       11,375,497千円 

 

 

 

 

 

 



６．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式   785,000株 

 

(2) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議       2020年６月23日    定時株主総会 

株式の種類       普通株式 

配当金の総額    219,510千円 

１株当たり配当額      280円 

基準日      2020年３月31日 

効力発生日    2020年６月24日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません  

 

７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っております。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスクならびに管理体制 

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク 

に関しては、取引先ごとの期日管理、残高管理を行うとともに、特定債権は、定例部門長会議において 

報告、管理されております。投資有価証券は主として株式であり、市場価格等の価格変動リスクに晒さ 

れておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価及び発行体の 

財務状況等を経営会議に報告しております。なお、投資有価証券には、投機目的ではない、組込デリバ 

ディブと一体処理した複合金融商品が含まれております。 

 

②  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額 

が含まれております。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

① 現金預金 5,932,039 5,932,039 － 

② 受取手形・完成工事未収入金等

(*1) 
4,977,842 4,977,842 － 

 ③投資有価証券 

    その他有価証券(*2) 

 

1,210,462 

 

1,210,462 

 

－ 

 資産計 12,120,344 12,120,344 － 

① 支払手形・工事未払金等 3,443,988 3,443,988 － 

 負債計 3,443,988 3,443,988 － 

(*1)受取手形・完成工事未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(*2)その他有価証券には、組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品45,110千円が含まれて 

おり、評価差額14,080千円は営業外収益に計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

① 現金預金及び②受取手形・完成工事未収入金等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ 

っております。 

 

③ 投資有価証券 

投資有価証券の時価は期末日における取引所の価格によっております。 

なお、組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、その 

他有価証券に含めて記載しております。 

 

負 債 

支払手形・工事未払金等 

これらについては、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿 

価額によっております。 

 

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区 分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非 上 場 株 式 35,468 

 これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず時価を把握するこ

とが困難と認められるため「③投資有価証券」には含めておりません。 

 

８．賃貸等不動産に関する注記 

 当社及び一部の連結子会社では、福島県及び茨城県において、賃貸用の土地及び建物を有しております。当連

結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は12,740千円（賃貸収益は売上高、営業外収益に、主な

賃貸費用は売上原価、一般管理費に計上）、減損損失は4,558千円（特別損失）であります。また、当該賃貸等不

動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価 

（千円） 当連結会計年度期首残高 

（千円） 

当連結会計年度増減額 

（千円） 

当連結会計年度末残高 

（千円） 

561,258 △8,526 552,732 683,377 

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額の減少額は、減損損失4,558千円、減価償却費3,967千円であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等 

を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額  13,402円97銭 

(2) １株当たり当期純利益   1,322円94銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０．重要な後発事象に関する注記 

(1)株式併合及び単元株式数の定めの廃止 

当社は、2021 年４月 20 日開催の臨時株主総会において、株式併合（普通株式 260,000 株を１株に併合）及び

単元株式数の定めに関する定款の一部変更を決議し、2021 年５月 26 日を効力発生日として、株式併合及び単元

株式数の定めの廃止を実施いたしました。この結果、当社の普通株式は、株式会社東京証券取引所の有価証券上

場規程に定める上場廃止基準に該当することとなり、2021 年５月 24 日をもって上場廃止となりました。 

当該株式併合が当連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、当連結会計年度における１株当たり情

報は以下のとおりであります。 

①  １株当たり純資産額     3,495,260千円 
②  １株当たり当期純利益     338,987千円 

 

(2)重要な資産の担保提供 

当社及び連結子会社は、2021年５月14日開催の取締役会の決議に基づき、親会社であるエタニティ株式会社が

借入人として、貸付人である取引金融機関との間で2021年２月12日に締結した金銭消費賃借契約に従い、2021年

５月26日付で、借入人が貸付人に対して負担する元本、利息、コミットメントフィー、清算金、遅延損害金、そ

の他一切の債務の履行を担保するため、担保権設定に関する協定書を締結いたしました。 

① 重要な資産の担保提供理由 

取引金融機関からの要請により、担保提供をするものであります。 

 

② 担保提供物件 

2021年３月末日の帳簿価格を基に算出した概算額は以下のとおりです。 

預金債権 5,932,039千円 

貸付債権 500,000千円 

子会社株式 336,082千円 

投資有価証券 1,210,462千円 

有形固定資産 1,633,029千円 

合計 9,611,613千円 

 

③ 担保提供期間 

被担保債務の完済まで 

 

(3)重要な連帯保証 

当社及び連結子会社は、2021年５月14日開催の取締役会の決議に基づき、親会社であるエタニティ株式会社が

借入人として、貸付人である取引金融機関との間で2021年２月12日に締結した金銭消費賃借契約に従い、2021年

５月26日付で、借入人が貸付人に対して現在及び将来負担する一切の債務について、借入人と連帯して保証し、

その支払期日に全額遅延なく支払責任を負う旨の連帯保証書を差し入れました。 

 

連帯保証をする金銭消費賃借契約の内容 

① 借入先：株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン 

 

② 借入金額：51億円（2021年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸 借 対 照 表 
（2021年３月31日現在） 

（単位：千円）  

科 目 金 額 科 目 金 額  
（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完 成 工 事 未 収 入 金 

売 掛 金 

リ ー ス 債 権 

販 売 用 不 動 産 

未 成 工 事 支 出 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

仮 払 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

前 払 年 金 費 用 

リ ー ス 債 権 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

 
 

8,404,415 

4,263,205 

271,887 

2,445,254 

484,131 

10,355 

281,951 

45,432 

10,088 

229,959 

276,092 

90,734 

△4,677 

3,188,095 

1,123,564 

259,321 

28,238 

11,307 

9,430 

82,844 

724,444 

7,976 

49,861 

4,110 

45,751 

2,014,669 

1,180,994 

336,082 

18,580 

134,000 

143,802 

91,262 

51,551 

83,786 

△25,389 
 

（負 債 の 部）  

流 動 負 債 3,430,984 

支 払 手 形 1,026,418 

工 事 未 払 金 1,215,034 

一年以内返済予定の長期借入金 100,000 

未 払 金 222,523 

未 払 法 人 税 等 304,717 

未 払 費 用 46,551 

未 成 工 事 受 入 金 142,251 

預 り 金 30,939 

賞 与 引 当 金 232,154 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 2,920 

仮 受 金 105,951 

そ の 他 1,523 

固 定 負 債 350,849 

長 期 借 入 金 200,000 

長 期 未 払 金 22,435 

長 期 預 り 金 26,507 

土地再評価に係る繰延税金負債  80,825 

そ の 他 21,081 

負 債 合 計 3,781,833 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 7,583,284 

資 本 金 583,300 

資 本 剰 余 金 713,355 

資 本 準 備 金 213,355 

そ の 他 資 本 剰 余 金 500,000 

利 益 剰 余 金 6,292,658 

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,292,658 

別 途 積 立 金 5,100,000 

特 別 償 却 準 備 金 2,050 

繰 越 利 益 剰 余 金 1,190,608 

自 己 株 式 △6,029 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 227,393 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 430,392 

土 地 再 評 価 差 額 金 △202,999 

純 資 産 合 計 7,810,677 

資 産 合 計 11,592,511 負 債及 び純資 産合計 11,592,511 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



損 益 計 算 書 

(2020年４月１日から 

2021年３月31日まで ) 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 9,207,305  

環 境 事 業 売 上 高 1,408,357  

そ の 他 の 売 上 高 265,953 10,881,615 

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 7,834,234  

環 境 事 業 売 上 原 価 1,080,022  

そ の 他 の 売 上 原 価 184,864 9,099,121 

売 上 総 利 益   

完 成 工 事 総 利 益 1,373,070  

環 境 事 業 売 上 総 利 益 328,335  

そ の 他 の 売 上 総 利 益 81,088 1,782,494 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  787,897 

営 業 利 益  994,596 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,787  

受 取 配 当 金 261,008  

受 取 賃 貸 料 6,337  

複 合 金 融 商 品 評 価 益 14,080  

そ の 他 5,130 288,344 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 6,256  

支 払 保 証 料 3,148  

そ の 他 6,696 16,101 

経 常 利 益  1,266,839 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 0  

減 損 損 失 4,558  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,719 12,277 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,254,561 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  344,483 

法 人 税 等 調 整 額  △21,795 

当 期 純 利 益  931,873 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



株主資本等変動計算書 

（ 2020年４月１日から 

2021年３月31日まで ） 
 

（単位：千円)  

 

株 主 資 本 

資 本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 

株 式 

株 主 

資 本 

合 計 資本準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

資本剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合 計 別 途 

積 立 金 

特別償却 

準 備 金 

繰越利益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 583,300 213,355 500,000 713,355 － 4,600,000 4,338 973,012 5,577,350 △5,185 6,868,820 

当 期 変 動 額            

別途積立金 

の 積 立 
     500,000  △500,000 －  － 

特別償却準

備金の取崩 
      △2,287 2,287 －  － 

剰余金の配当        △219,510 △219,510  △219,510 

当期純利益        931,873 931,873  931,873 

自己株式の取得          △844 △844 

土 地 再 評 価 

差額金取崩額 
       2,945 2,945  2,945 

株主資本以外の 

項目の当期中の

変 動 額 ( 純 額 ) 

           

当期変動額合計 － － － － － 500,000 △2,287 217,595 715,308 △844 714,463 

当 期 末 残 高 583,300 213,355 500,000 713,355 － 5,100,000 2,050 1,190,608 6,292,658 △6,029 7,583,284 

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価 

差 額 金 

土 地 再 評 価 

差 額 金 

評 価 ・ 換 算 

差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 354,273 △191,099 153,970 7,031,994 

当 期 変 動 額     

別途積立金

の 積 立 
  － － 

特別償却準

備金の取崩 
  － － 

剰余金の配当   － △219,510 

当期純利益   － 931,873 

自己株式の取得   － △844 

土 地 再 評 価 

差額金取崩額 
 △2,945 △2,945 － 

株主資本以外の 

項目の当期中の

変 動 額 ( 純 額 ) 

76,118 △8,954 67,164 67,164 

当期変動額合計 76,118 △11,899 64,219 778,682 

当 期 末 残 高 430,392 △202,999 227,393 7,810,677 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 



個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社及び関連会社の株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定しております。 

また、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品に 

ついては、全体を時価評価し、評価差額を営業外損益に計上しております。 

時価のないもの…………移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産……………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

未成工事支出金…………………個別法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産……………………

（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         3～38年 

構築物        10～50年 

機械装置       3～17年 

車両運搬具      2～ 6年 

工具器具・備品    2～15年 

② 無形固定資産……………………定額法 

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

③ リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上してお 

ります。 

③ 完成工事補償引当金……………完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補償実績に将来の補修見込 

を加味して計上しております。 

④ 工事損失引当金…………………期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損失が合理的に見積も 

ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異は、そ 

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ 

る定率法により、翌期から費用処理することとしております。  

(4) 収益及び費用の計上基準…………(ⅰ)完成工事高の計上 

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事につ 

いては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事 

については工事完成基準を適用しています。 

(ⅱ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額 

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な 

っております。 

消費税の会計処理……………………税抜方式によっております。 

 

 

 



２．表示方法の変更 

（表示方法の変更に関する注記） 

会計上の見積りの開示に関する会計基準の適用に伴う変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事業年度から適用し、 

個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

工事進行基準による完成工事高 
① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

当事業年度の計算書類に計上した工事進行基準による完成工事高は、「５．損益計算書に関する注記（1） 

工事進行基準による完成工事高」に記載のとおりです。 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

工事進行基準による完成工事高は、合理的に見積もられた工事収益総額、工事原価総額及び決算日における 

工事進捗度に基づいて計上しておりますが、見積りには一定の不確実性が伴うことから、見積りの見直しが 

必要となった場合には完成工事高が変動し、翌期以降の各期の業績に影響を与える可能性があります。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に係る債務 

当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資額（2,117,718千円）に、担保提供してい 

る資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

投資有価証券 2,500千円 

 

(2) 偶発債務 

関係会社の借入金等に対する保証予約 

エタニティ株式会社 5,126,835千円 

 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 917,234千円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 225,843千円 

短期金銭債務 370,372千円 

 

(5) 土地の再評価 

当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行 

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16 

条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した 

方法により算定した価額｣に合理的な調整を行って算定しております。 

再評価を行った年月日………………………………………2002年３月31日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

              ………………………………75,768千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

（1）工事進行基準による完成工事高 8,079,641千円 

（2）関係会社との取引高 

売上高 33,171千円 

仕入高 395,588千円 

営業取引以外の取引高 532,744千円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式                1,151株 

 

 

 

 

 



７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産  

賞与引当金 79,628千円 

土地 74,632千円 

建物 3,633千円 

   長期未払金 7,695千円 

  投資有価証券 151,951千円 

  販売用不動産 30,917千円 

   その他 77,524千円 

   繰延税金資産小計 425,984千円 

   評価性引当額 △293,599千円 

繰延税金資産合計 132,385千円 

  繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △30,438千円 

 特別償却準備金 △1,070千円 

 土地再評価に係る繰延税金負債 

 前払年金費用 

△80,825千円 

△49,324千円 

 繰延税金負債合計 △161,658千円 

 繰延税金負債純額 △29,273千円 

 



８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の名称 

又 は 氏 名 
住所 

資 本 金 又

は 出 資 金 

（千円） 

事 業 の 

内 容 

議決権等の

所有（被所

有 ） 割 合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 
役員の 

兼任等 

（人） 

事業上 

の関係 

法人主要

株 主 
常磐興産㈱ 

福島県 

いわき市 
2,141,000 

観 光 事

業 、 燃

料・建材

等の卸売

業他 

（所有） 

直接6.70 

（被所有） 

直接－ 

2 

観光施

設等建

設工事

請負他 

建設工事の

請負他 

(注3) 

856,144 

受取手形 191,912 

完成工事 

未収入金 
28,245 

売 掛 金 1,156 

建設工事の 

材料仕入 

(注3) 

190,644 

支払手形 82,305 

未 払 金 132 

工 事 

未 払 金 
42,949 

親 会 社 エタニティ㈱ 
福島県 

いわき市 
1,000 

株 式 又 は

持 分 を 保

有 、 事 業

活 動 を 支

配・管理 

(所有) 

直接

66.97 

2 

株式又

は持分

を保有 

同社の借入

金等に対す

る保証予約

(注2) 

5,126,835 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針 

(注1)上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注2)銀行借入金に対する連帯保証であり、当該会社よりの保証料の受け取りは行っておりません。 

(注3)取引金額については、一般取引条件を勘案して同様に決定しております。 

(注4)エタニティ(株)による当社株式に対する公開買付けの結果、2021年２月17日をもって常磐興産(株)が法人主要 

株主に該当しなくなりました。期末残高は同月末までの残高を記載しております。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 

属性 
会社等の名称 

又は氏名 
住所 

資本金又は

出 資 金 

（千円） 

事 業 の 

内 容 

議決権等の

所有（被所

有 ） 割 合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 
役員の 

兼任等 

（人） 

事業上 

の関係 

子会社 

㈱常磐エン

ジニアリン

グ 

福島県 

いわき

市 

100,000 

機械器具

設置・運

搬設備工

事関連事

業 

(所有)

直接 

98.00 

2 

建設工

事の受

発注等

の取引 

建設工事の 

請負他(注2) 
26,405 

完成工事 

未収入金 
23,468 

売掛金 136 

建設工事の 

発注(注2) 
4,040 工事未払金 － 

子会社 

㈱茨城

サービス

エンジニ

アリング 

茨城県 

北茨城

市 

20,000 

土木・建

築・電気

通信工事

関連事業 

(所有)

直接 

98.00 

2 

建 設 工

事 の 受

発 注 等

の取引 

建設工事の 

請負他(注2) 
1,731 売掛金 71 

建設工事の 

発注(注2) 
55,064 工事未払金 1,375 

子会社 

㈱ジェイ・ 

ケイ・リア 

ルタイム 

福島県 

いわき市 
30,000 

電気設備工

事・警備保

障・住宅関 

連事業 

（所有） 

直接 

98.00 

2 

建設工事 

の受発注 

等の取引 

建設工事の 

請負他(注2) 
3,319 売掛金 1,768 

建設工事の 

発注(注2) 
327,381 

支払手形 8,810 

工事未払金 42,317 

取引条件及び取引条件の決定方針 

(注1)上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注2)取引金額については、一般取引条件を勘案して同様に決定しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 9,964円52銭 

(2) １株当たり当期純利益 1,188円73銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０．重要な後発事象に関する注記 

(1)株式併合及び単元株式数の定めの廃止 

当社は、2021 年４月 20 日開催の臨時株主総会において、株式併合（普通株式 260,000 株を１株に併合）及び

単元株式数の定めに関する定款の一部変更を決議し、2021 年５月 26 日を効力発生日として、株式併合及び単元

株式数の定めの廃止を実施いたしました。この結果、当社の普通株式は、株式会社東京証券取引所の有価証券上

場規程に定める上場廃止基準に該当することとなり、2021 年５月 24 日をもって上場廃止となりました。 

当該株式併合が当事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、当事業年度における１株当たり情報は以下

のとおりであります。 

①  １株当たり純資産額          2,603,559千円 

②  １株当たり当期純利益          310,624千円 

 

(2)重要な資産の担保提供 

当社は、2021年５月14日開催の取締役会の決議に基づき、親会社であるエタニティ株式会社が借入人として、

貸付人である取引金融機関との間で2021年２月12日に締結した金銭消費賃借契約に従い、2021年５月26日付で、

借入人が貸付人に対して負担する元本、利息、コミットメントフィー、清算金、遅延損害金、その他一切の債務

の履行を担保するため、担保権設定に関する協定書を締結いたしました。 

 

① 重要な資産の担保提供理由 

取引金融機関からの要請により、担保提供をするものであります。 

 

② 担保提供物件 

2021年３月末日の帳簿価格を基に算出した概算額は以下のとおりです。 

預金債権 4,263,205千円 

貸付債権 200,000千円 

子会社株式 336,082千円 

投資有価証券 1,145,525千円 

有形固定資産 474,438千円 

合計 6,419,251千円 

 

③ 担保提供期間 

被担保債務の完済まで 

 

(3)重要な連帯保証 

連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


